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第121回自治労道本部中央委員会挨拶文

　おはようございます。道本部委員長の山上でございます。

第121回道本部中央委員会に全道各地から出席いただいた中央委員・特別中央委員、傍聴者の皆さんに、心から敬意と感謝を申し上げます。

また、私どもの中央委員会に、大変お忙しい中、
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にお越しいただきました。

また、本部派遣役員で岩見沢市職出身の「岸中央本部法対労安局長」にも出席いただいております。

さらに、後ほど民主党北海道　勝部幹事長と自治労組織内の逢坂衆議院議員もお見えになる予定です。

大変お忙しい中、お越しいただいた来賓の皆さんに、中央委員会参加者全員の拍手で、お礼に代えたいと思います。

ありがとうございました。

それでは、中央委員会の開会にあたり、道本部執行委員会を代表して、ご挨拶申しあげたいと思います。

まず冒頭に、今年2月の中央委員会以降、2015春闘をはじめ、給与制度の総合的見直しに対するたたかいや、人事評価制度導入に対する取り組み、そして統一自治体選挙闘争など、道本部として連続する取り組みを展開してきたところですが、大変厳しい諸情勢の中で、職場･地域で献身的に運動を担っていただいた各地本・単組・総支部・評議会役員・組合員の皆さんに、この場をお借りし、改めて心より敬意と感謝を申し上げます。

この間の主要な闘いの総括については、後ほどたたかいの経過を含めて詳しく提案されると思いますので、私からは多くを触れることは致しませんが、二点についてだけ申しあげたいと思います。

まず、道知事選・札幌市長選を頂点とした統一自治体選挙闘争について触れさせていただきます。

今回の統一自治体選挙闘争は、民主党に対する逆風がおさまりかけてきているのではないかという認識から、来年の参議院議員選挙をも展望して自公政権に対抗しうる政治勢力の拡大を目指してのたたかいにしていくという決意でのぞんできましたが、実際には投票率の低さに表れたように、依然として政治不信が渦巻く中での本当に厳しい選挙戦となりました。

そうした中で、組合員の皆さんはもとより退職者や家族の皆さんの熱いご支援をいただく中で、佐藤のりゆき候補を擁立しての知事選や一部道議選では残念ながら厳しい結果となったものの、道議選で2名の組織内新人候補の当選を勝ち取ったのをはじめ、札幌市長・市議選の勝利や、後半の首長・市町村議会議員選挙で組織内候補全員の当選を勝ち取ることが出来ました。

我々は、今回のたたかいを振り返り、結果として不十分さを残したところはしっかり改善しつつ、今後の政治闘争の強化に向けて教訓化していかなければなりません。

特に、来年の参議院議員選挙は、日本という国の方向性が問われる重要な選挙戦となります。

北海道選挙区候補をはじめ、自治労組織内の比例候補となる「えさきたかし」さんの必勝を全力を上げて勝ち取っていかなければなりません。

ご支援・ご協力をいただいた組合員・退職者・家族の皆さんに、重ねて厚く感謝申し上げるとともに、引き続き来年の政治決戦へのご支援・ご協力を心からお願いいたします。

次に、2015春闘についてふれたいと思います。

春闘を前にしての、労働者を取り巻く情勢はどうだったのか振り返ってみますと、日本の景気が株価の上昇と円安による輸出産業の業績拡大などによって良くなってきているといわれている中で、多くの労働者・勤労国民の現状は昨年4月からの消費税増税や急激な円安による物価上昇などで、生活が苦しくなってきているといわれていました。

また、社会的には格差問題をはじめ、東日本大震災の復興問題、原発再稼働問題、年金・医療、福祉・介護、教育等々、多くの国民的課題の解決が強く求められている状況にありながら、残念ながら安倍自公政権の政策的柱であるアベノミクスによって金持ち優先の政治が進められ、どれもが置き去りないしは悪化をしてきているという状況でした。

特に、労働者の賃金は、昨年の春闘で7年ぶりに賃上げを実現したものの、消費税増税分には及ばず、中小企業では賃上げ自体が極めて不十分なものに押さえ込まれ、実質賃金が18ヶ月連続で低下していました。

我々は、こうした状況からの脱却をはかっていくためには、雇用の安定的拡大・賃金の引き上げ・底上げを本気になって実現していくことが不可欠であり、そのことによって、個人消費を増やし内需を拡大し、連合の目指す持続可能な経済成長と「働くことを軸とする安心社会」の実現を図っていかなければならないということで、連合運動に結集し今春闘を精一杯たたかってきたと思います。

なお、今年も安倍内閣が景気の好循環を実現するためにということで、賃上げを経営側に求めるという、お節介で人気取りにしか見えないパフォーマンスを行いましたが、これは昨年も申しあげましたが、単なるええかっこしいというだけでなく、失速しかねない景気を支えていくために、また、デフレ経済からの脱却には働く者の賃上げが必要であるという、彼らなりの危機認識から出ている動きと理解しておく必要があります。

さて、今春闘における賃上げの回答状況ですが、後ほど提案の際に詳しくふれられますので、ごく簡単に申し上げます。

今日なお、たたかいを継続してがんばっている中小労組の皆さんもおられますので、直近の中間的状況となりますが、全国的には5月11日時点で回答を引き出した3,439組合の妥結状況が加重平均で6,710円（2.28％）、対前年比で＋607円（0.17％）増の引き上げ額になっています。

また、全道的な回答状況ですが、5月31日現在の妥結状況として、加重平均で、集計可能組合147組合で5,217円（2.07％）、対前年比で＋357円（＋0.12％）の引き上げとなっています。

中間的回答状況ではあるものの、今春闘も月例賃金の引き上げにこだわってたたかいを進めた結果として、この間なかなか変えられなかった賃金水準を2年連続突破しえたということは大いに評価出来ますし、一時金も含めて一定の成果を得ることが出来たと思います。

しかし、現在たたかいを継続している中小労組への波及がどの程度まで及ぶかという問題や、先ほど申し上げた働く者を取り巻く諸情勢を突破するまでの賃上げにはまだ距離があると言わざるを得ない状況を考えますと、やはり労働側のたたかいの強化、特に産別自決方式からの脱却と労働者全体が企業や地域のしがらみを乗り越えて結集していける統一闘争や統一ストの配置が必要であると考えます。

もちろん、そう言うからには自治労としての覚悟も求められるということであり、今まで以上に職場・地域から春闘を担って奮闘していくことが必要になってくると思います

来年に向けて、たたかいの再構築をはかっていくためにも、今春闘をしっかり総括し、支払い能力論に基づく経営側の厚い壁を突き崩して、正規・不正規を問わず全ての働く者の賃上げをはじめとする処遇改善を粘り強く勝ち取っていくことの出来るたたかいを作り上げていかなければなりません。

どうか、皆さんの活発な総括議論をお願いするとともに、引き続く人勧期闘争・賃金確定闘争への積極的な結集をお願いします。

次に、当面する諸闘争について触れていきたいと思います。

すでに、多くの皆さんも認識されていることですが、当面する最大の課題は、一つには反戦・平和闘争であります。

ご承知のとおり、安倍内閣は5月14日に臨時閣議を開催し、武力攻撃事態法など10法案をまとめた「平和安全法制整備法案」と「国際平和支援法案」の安全保障関連2法案を閣議決定し、今通常国会に提出しました。

これらは、昨年7月1日の集団的自衛権の行使容認に関わる閣議決定に基づき、集団的自衛権行使を含む自衛隊の任務拡大を狙ったものであります。

また、この法案は、4月29日にアメリカ連邦議会両院合同会議で、安倍総理が夏までに必ず成立させると、日本の国会への事前説明もせぬまま勝手に宣言し、帰国後に閣議決定したという代物です。

現在、国会での審議が行われていますが、大変難解な法案とも言われているものの、これまでの民主党をはじめとする野党の追及や安倍総理などの政府答弁を見聞きしている中で、今回の関連法案がまさに戦争法案と称されるように極めて危険なものであることが徐々に明らかとなってきています。

しかし、このままでは圧倒的な政治勢力をもつ自公政権の下で、戦争法案が可決・成立し、本当に戦争の出来る国になってしまいます。

もちろん、国民の意識は、各種の世論調査でも明確に示されているように、必ずしもそうした安倍政権の策動を支持していませんし、昨日の衆議院憲法審査会における自民党など各党推薦で参考人招致された憲法学者三人が、三人とも今回の法案は憲法違反であるとの見解を表明しています。

しかし、にもかかわらず、菅官房長官は昨日の記者会見で「違憲という指摘は全くあたらない」と反論するなど、数の力で強引に法案成立を推し進めようとしてきているのです。

かつて日本は侵略戦争を行い、2,000万人以上ともいわれるアジア諸国の人々を殺害し多大な被害を与え、日本人自らも300万人を超える尊い命が犠牲となりました。

その敗戦から、今年で70年が経過しようとしていますが、安倍自公政権は、日本を再び戦争の出来る国に逆戻りさせようとしているように見えてなりません。

自治労本部、そして我々道本部は、すでに連合・平和フォーラムに結集し、反対集会やデモ、署名活動などの取り組みを全力で展開してきていますが、法案に反対する民主党をはじめとする政治勢力としっかり連帯して、より広範な大衆闘争を構築し、何としても廃案に追い込んでいかなければなりません。

どうか、皆さんのご理解と反対運動への積極的な結集を心からお願いします。

次に二つ目ですが、労働者保護法制の見直しであります。

一生涯派遣で低賃金につながる「労働者派遣法改悪法案」を二度も廃案となったにもかかわらず、安倍内閣は今国会に3度目の提案を行いました。

また、合わせて「高度プロフェッショナル制度」の創設や裁量労働制の対象業務の拡大など、労働時間規制の緩和策を盛り込んだ長時間労働を助長する法案も提出しました。

労働者の置かれている実態を正しく見るならば、政府は今こそ企業の労働者への不当な扱いを規制し、過労死防止対策の徹底や長時間労働の是正、労働者を使い捨てにするブラック企業への監督強化などを本気になって進めなければならないときに、経営側の利益や意向に沿う形で真逆の法整備を行おうとしており、断固として廃案に追い込まなければなりません。

安倍政権は、圧倒的な政治勢力を背景に、今国会において法案の強行採決を図ろうとしており、国会情勢は緊迫した厳しい状況に置かれていますが、現在民主党や連合をはじめ、院内外の粘り強いたたかいが続けられています。

道本部は、自治労本部・連合に結集し、何としても法案の可決・成立を阻止していくために、全力を上げて取り組んでいきたいと考えていますので、どうか、皆さんのご理解と最後までの闘いへの結集を心よりお願いします。

私に与えられた時間がなくなってきました。

本来であれば、道本部組織強化・拡大第12次長期計画案や、「男女がともに担う道本部第4次計画案について、また、道本部財政や、来年の参議院議員選挙闘争など、今中央委員会において議論いただく課題についても触れなければならないところですが、時間の都合上省略させていただきますので、ご了承いただきたいと思います。

最後になりますが、第121回道本部中央委員会の圧倒的な成功を勝ち取り、たたかう方針を補強・確立いただきますよう、皆さんの最後までのご協力を心よりにお願い申しあげて、開会にあたってのご挨拶と致します。

ありがとうございました。

